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研究成果の概要（和文）：不登校や高校中退など、社会の不安定化を背景に浮上してきている就学困難について、当事
者や支援団体、自治体・学校への調査を通して、排除のプロセス、行政の体制、学びと発達の場の実践を分析し、包摂
的な教育制度・行政システム構築のための課題と方策を検討した。自治体の中には教育行政と福祉行政等を包括する体
制を作り、効果を示している例が見られた。高校中退者等を多く受け入れている高校の調査からは、人格的発達を基底
に置いた教育実践の意義が見出された。包摂的な制度・行政システム構築には、包括的な行政体制を作り出すこと、公
教育制度の境界線の内外に人格的発達を可能とする場を用意することが必要な要素となる。

研究成果の概要（英文）：Early school leaving are getting the serious problems in Japan. The purpose of thi
s study is to explore the strategies for the inclusive educational and administrative system, through rese
arch of early school leavers, support groups, local governments and schools and analysis of processes of e
xclusion, administration systems and the practices of support groups and schools. We could recognize that 
some local governments were making comprehensive systems for the welfare administration and educational ad
ministration, etc., which showed the effects for children's development. From the research to the X High S
chool which had accepted many early school leavers, we could find the significance of practice based on pe
rsonality development. The essenntial elements of the inclusive educational and administrative system are 
the comprehensive administration system, and places or institutions that allows for personality developmen
t inside and outside of the boundaries of school system.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）わが国の戦後公教育制度は、開発主義
行政と家族依存主義を特徴とする社会経済
体制のもとで形成されてきた。そのもとで高
校まではほとんどの子どもが進学するよう
になったが、近年、ポストフォーティズムへ
の移行とともに、社会・家庭の顕著な不安定
化が生じ、就学困難が重要な教育問題となっ
てきている。しかし、どのように子どもたち
が学校教育から離脱し、その後どのような生
活を送っているかなど、教育からの排除の実
態は行政によっても研究においても十分把
握されているわけではない。 
（２）不登校、高校中退調査としては、毎年
の文科省調査のほか、最近では内閣府が「高
等学校中途退学者及び中学校不登校生徒の
緊急調査」（2009年）を実施しているが（回
答数 277 名）、現在の生活や中退理由などの
大まかな傾向を示すのみである。心理学・社
会学や当事者、高校教師による有益な研究、
著作（保坂 2000、現代教育研究会 2001、貴
戸 2004、青砥 2009）もあるが、当事者心理
あるいは現在の状況説明にとどまっている
ものが多い。ポストフォーディズムへの移行
という現代社会変動のもとで不登校・高校中
退を把握するには、教育からの排除のプロセ
スを質的に調査する必要がある。 
（３）就学問題への対策としては、ふつう子
育て・教育条件整備と家庭支援が考えられる。
しかし、学校から離れてしまった子どもの場
合、縦割り行政のもと、ほとんど公的な支援
が得られない状況に置かれている。公教育の
外部にいる子どもに発達・学びの機会を保障
する制度や条件を構想することが課題とな
っており、本研究は居場所・学びの場等の調
査を通じて制度を検討する。 
（４）また教育行政の対象から外れた子ども
への支援を考えるには、教育委員会・首長部
局関係の検討が不可欠である。これについて
は、政策決定システムの視点からの研究が多
いが（新藤 2004、小川 2010 など）、本研究
は行政システムの視点から検討する。子ど
も・若者の発達・成長には多様な領域の問題
が複合的に関わっており、近年の英国の子ど
も・若者行政の総合化の動向（宮腰 2008 な
ど）も参照しつつ、不登校・高校中退という
具体的な問題を対象に、わが国自治体行政の
現状と課題を検討する。 
 
２．研究の目的 
社会・家庭が不安定化し、就学援助受給者
数の急増や不登校率の上昇・高止まりなど、
就学の困難が重大な教育問題として浮上し
てきている。本研究は、教育からの排除とし
て不登校と高校中退を取り上げ、当事者への
インタビュー調査、および支援団体・機関（フ
リースクール・親の会・若者サポートステー
ション等）と自治体各部門への聞き取り・資
料収集調査を通して、排除のプロセスと構造、
子ども・若者の居場所・学びの場等の実態、

自治体行政の体制と支援の現状を明らかに
し、包摂的な教育制度・行政システム構築の
ための課題と方策を検討したい。 
 
３．研究の方法 
上の課題に対応して、以下の３つの作業に
取り組む。 
（１）高校中退プロセスのインタビュー調査 
まず高校中退のプロセスについてインタ
ビュー調査を実施する。札幌市内のフリース
クールと親の会、市行政、若者支援公的支援
機関・NPO その他の協力を得て、高校中退経
験者 30 名程度のインタビューを行い、その
家庭的背景や学校の状況、事態に至った直接
間接の理由を明らかにする。また札幌市と大
きく状況が異なる地域では高校中退に至る
プロセスに違いが生じる可能性があるため、
経済が衰退し過疎が進んでいる道内地方都
市においても同様にインタビュー調査を行
う。 
（２）不登校・高校中退に対応する行政シス
テム調査 
不登校・高校中退に対する行政の体制につ
いて、札幌市および道内地方都市で調査を実
施する。現在の行政体制では、学校とのつな
がりが失われてしまえば、通常子どもたちは
行政の支援の対象から外れてしまうが、近年、
子ども関連部局の再編や子ども・若者育成支
援推進法（2009 年）に基づいた子ども・若者
育成支援推進協議会の設置が始まっており、
こうした行政の動向は教育からの排除の問
題に対してどの程度有効に機能しているの
かを検証する。 
（３）不登校・高校中退者の居場所等の実態
調査 
上と同時に、フリースクールや支援機関・
NPO などをはじめ、不登校・高校中退者が居
場所・学びの場としている組織・団体を対象
として、それらでの教育実践、組織運営状況
と課題、行政との関係や要求について調査す
る。不登校・高校中退経験者が多く入学して
いる高校も対象に含まれる。 
 
４．研究成果 
 上記の 3つの課題に応じて以下のような研
究を行った。 
（１）高校中退プロセスのインタビュー調査 
平成 23 年度から 24 年度にかけて、高校中
退経験者へのインタビュー調査を集中的に
実施した。本科研に先立って予備的に 30 ケ
ースのインタビューを行い、その分析をもと
に学会で発表した（本報告書後掲学会発表 2）。
しかし、そこではケースは 5つに類型化され
たが、各類型のケース数がかなり少なくなる
こと、また紹介によってケースを集めたため
困難なケースがやや少ないと思われること
から、ケース数を積み増す必要が生じた。そ
こで札幌市および釧路市を中心に困難な事
例35ケースのインタビューを追加実施した。
前記と合わせた約 65 ケースについて、学会



で中間まとめを発表した（学会発表 3）。 
本研究の理論枠組みとして、ブルデュー
（Pierre Bourdieu）の社会空間論を用いた。
ブルデューは、社会空間を資本量、資本構造
（経済資本・文化資本）、軌道の３つの次元
で把握しようとしている（ピエール・ブルデ
ュー『ディスタンクシオン（I・II）』藤原書
店、1989 年）。その人の社会的位置を明らか
にするには、どのような資本をどの程度もっ
ているのかが重要な要素となる。また社会空
間における最初の位置とその後の位置の間
（最初の資本と到達資本の関係）にはばらつ
きがあるため、軌道を社会空間把握の次元に
組み込んで把握することが必要となる。 
従来の高校中退調査は、中退後 1～2 年の
時点でのアンケート調査により、中退の理由
と現在の状況（就業か在学か無職か）を押さ
えるというものが多い。また高校中退者をも
っぱら貧困層と捉える研究や、高校中退の理
由を主に学校教育の問題に還元する研究が
ある。しかし、これらは高校中退をある一時
点で、またある側面のみから理解しようとす
る点で限界がきわめて大きい。中退に至った
過程と背景、当事者の高校中退に対する意味
づけ、その後の軌跡などを全体として捉える
ことなしに高校中退を理解することはでき
ない。 
本研究では、高校中退経験者は相対的に低
所得層が多いものの特定の階層に限定され
ず、内部に階層的分岐が見られること、その
後の軌跡は階層によって規定されるだけで
なくどのような人や資源に出会うかで大き
く異なってくることが確認された。 
高校中退プロセスのインタビュー調査の
一部は、本報告書後掲雑誌論文 2～4、学会発
表 8・9、図書 1に反映されているが、現在ケ
ース全体を再整理した論文を改めて作成し
ていこうとしている。 
（２）不登校・高校中退に対応する行政シス
テム調査 
平成 23～24 年度に札幌市を対象にした不
登校行政調査、および佐賀市・三条市を対象
とした子ども・若者支援行政調査を実施した。 
①札幌市では、札幌市教育委員会・子ども
未来局、相談指導学級、教育センター教育相
談室、札幌市若者支援総合センター、訪問型
フリースクール漂流教室等への聞き取り・資
料収集調査を実施した。 
札幌市は複数の不登校支援の場を設置し
ているが、そこに通える子どもの割合は低く、
学校と教育行政では対応できない不登校の
子どもは相当割合にのぼる。同市では近年子
ども未来局を設置するなど、子ども行政に一
定の積極性が見られる。また、子ども・若者
育成支援推進法に基づいた子ども・若者育成
支援推進協議会が設置され、そこにフリース
クールの参加が認められたことで、不登校を
めぐる行政・民間関係に一定の変化が生じ、
民間団体の正統性が高まっている。しかし、
これらによって不登校の子どもへの支援策

に大きな進展が生まれたわけではない。この
事例調査から、そもそも不登校の様態自体が
把握されていないこと、不登校者把握調査の
早急な実施、教育行政と福祉行政等のはざま
への落ち込みを防ぐような包括的な行政体
制の形成などの必要性が確認された。この調
査については、本報告書後掲雑誌論文 7・10、
図書 2に反映されている。 
②佐賀市と三条市では、近年両市で構築さ
れた総合的な子ども・若者支援システムにつ
いて、自治体各部門と若者支援そのほかの民
間団体等へ聞き取り・資料収集調査を実施し
た。これらでは、いずれも教育委員会内に子
ども課を設置し、そこが媒介となって多様な
行政部門・民間組織との連携を取るシステム
が作られており、いずれでも従来の水準を越
える支援行政が推進されていた。両市の事例
から、やはり行政の総合化の有効性が確認で
きる。 
（３）不登校・高校中退者のための居場所・
高校等調査 
 平成 25 年度に不登校・高校中退経験者を
多く受け入れ、卒業させている私立 A高校を
対象として、同校の学校運営・教育実践につ
いて調査を行い、これを通じて高校中退経験
者等がやり直していける学びの場とはどの
ようなものかを検討した。同校校長・教頭・
教諭・生徒へのインタビュー調査および関連
資料から、同校の歴史、現在の教育実践、生
徒・教師の学校と自己への認識などを分析し
た。 
同校では、教師・生徒関係の作り直し、行
事等の協同活動や下宿生活における生徒間
関係の構築、クラスでの議論などを通じて、
生徒の人格的発達（生徒間、生徒教師間の人
間的な関係形成を通じた自己の再構築）を図
ることがその教育実践の基本に置かれてお
り、それが困難な状況のもとで生きてきた生
徒たちを支えている状況を確認できた。困難
な状況にある子どもたちが高校教育から次
のステージへと移行するには、単に学力面の
保障だけでなく、人格的発達を基底に置いた
教育実践が必要となる。不登校・高校中退へ
の対応には多面的な取り組みが必要である
が、高卒資格が大きな意味をもつ現代日本に
おいては学び直しの機会の保障は格別の意
味をもっている。近年広域通信制高校やサポ
ート校が各地に設置され、多数の生徒が通う
大規模校が生まれているが、果たしてこれら
通信制においてどの程度の水準の教育実践
が展開しているのか検討の余地があろう。本
調査からは、厳しい背景をもった子どもたち
にとってA高校のような実践は高校生活を乗
り切り、その後の人生を歩んでいくための人
格的基礎を育むものとして、一定の有効性を
もっていると評価できる。わが国後期中等教
育をいかに再構築するかが改めて問われて
いるといえよう。この調査については、本報
告書後掲雑誌論文 9、学会発表 11 に反映され
ている。 



（４）まとめ 
本研究は、不登校や高校中退など、社会・
家庭の不安定化を背景として浮上してきて
いる就学の困難について、当事者や支援団
体・機関、自治体行政各部門、学校への聞き
取りと資料収集調査を通して、その排除のプ
ロセスと構造、行政の体制と支援の現状と課
題、子ども・若者の居場所・学び直しの場の
運営と教育実践を分析し、包摂的な教育制
度・行政システム構築のための課題と方策を
検討した。 
学校から排除された子どもにどのような
場や機会が必要なのか。近年、学び直しに対
応した高校も設置されるようになっており、
機会自体は拡大されているように見える。し
かし、私立 A高校の教育実践からは、困難な
状況に置かれた子どもには人間関係形成、人
格形成を基底に置いた教育実践が不可欠と
される。高校以外の場も含めてこうした人間
関係・人格形成的な発達の場を作り出してい
くことが課題である。そのためには、公教育
制度の境界線に近接する内外それぞれの領
域に子どもの学びと発達の場を作り出して
いくこと、行政分野をその境界線に厳格に対
応させて編成するのではなく、内と外を包括
できる行政構造に組み直すことが求められ
る。 
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